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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，胴アンカー部が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有していることを説明するものである。その耐震評価は胴アンカー部の応力評価に

より行う。 

胴アンカー部は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。

2. 一般事項

2.1 構造計画 

胴アンカー部の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造 

炉心を中心に直径約  m の

円筒形の基礎で，原子炉格納容

器底部コンクリートマットと

一体となっている。 

胴アンカー部は，原子炉格納容

器底部コンクリートマットに

アンカーボルトで一体化され，

鉛直方向地震荷重は，このアン

カーボルトを介して原子炉格

納容器底部コンクリートマッ

トに伝達させる。 

                          胴アンカー部拡大図 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-5 R1 

胴アンカー

アンカーボルト 

ベースプレート 

アンカープレート 

補強リブ 

注記 ＊：ベースプレート下部は 

コンクリートに埋め込まれている。 



3 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-
5
 
R
0 

2.2 評価方針 

胴アンカー部の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組み合わせ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す胴アンカー部の部位を踏まえた「5.1 応力評価点」にて

設定する箇所において，設計用地震力による応力等が許容限界に収まることを，「5.2 

応力計算方法」にて示す方法にて確認することで実施する。 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１‐1987（日本電機協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補－1984（日本電機協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１‐1991 追補版（日本電機協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

a 
ベースプレートの曲げ応力算出に用いる平板の固定され

た辺の長さ mm 

Ａ1 等価円筒の面積 mm2

Ａ2
補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の溶接部の断

面積 
mm2

Ａ3 補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の断面積 mm2

ＡＢ１ ボルトの最大直径有効断面積 mm2

ＡＢ2 ボルトの谷径有効断面積 mm2

Ａｐ アンカープレートと接するコンクリートの面積 mm2

b 
ベースプレートの曲げ応力算出に用いる平板の支持され

た辺の長さ mm 

b’ サプレッション・チェンバ本体の厚さ mm 

b” 補強リブの厚さ mm 

Ｃｔ
ｅ＞ｒの場合のアンカーボルトの引張り応力を求めるた

めの係数 
－ 

Ｃｃ
ｅ＞ｒの場合のコンクリートの圧縮応力を求めるための

係数 
－ 

ｄ 円周上 2 列のボルトサークルの平均径 mm 

ｄＢ1 アンカーボルトの最大直径 mm 

ｄＢ２ アンカーボルトの谷径 mm 

ｄｐ アンカープレートの穴部の径 mm 

ＤＢ１ 胴アンカー直径（外側ボルトの中心間）(図 3-1 参照) mm 

ＤＢ２ 胴アンカー直径（内側ボルトの中心間）(図 3-1 参照) mm 

ｅ 

アンカーボルトに垂直荷重及びモーメントを受ける場合，

断面に働く外力の合力の作用点が断面の中心から偏心す

る距離 

mm 

Ｅ ボルトの縦弾性係数 MPa 

Ｅc コンクリートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ せん断力 N 

ｊ Ｗt とＷc の作用点間の距離とｄとの比 － 

Ｂi ボルト各部の寸法(i=1,2,3)(図 3-1 参照) mm 

ＢＰＯ 外側ボルト間の距離(図 3-1 参照) mm 

ＢＰＩ 内側ボルト間の距離(図 3-1 参照) mm 

i 胴アンカー各部の寸法(i=1,2,3…)(図 3-1 参照) mm 

Ｒ 補強リブ間の距離（円周方向）(図 3-1 参照) MPa 

Ｍ アンカープレートの発生するモーメント N・mm 

Ｍｏ アンカーボルトに作用するモーメン N・mm 

ｎ Ｅs/Ｅc － 

ｎＲ 補強リブの数 － 

ｎｗＣ 最大圧縮応力 MPa 

Ｎｂ アンカーボルトの本数 本 

Ｐ ｔ1/ｔ2 － 

ｑ ベースプレートの曲げ応力算出に用いる等価分布荷重 N 

ｒ 円周上 2 列のボルトサークルの平均径の 1/2（ｄ/2） mm 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｔ ベースプレートの曲げ応力算出に用いる平板の厚さ mm 

ｔ1 アンカーボルトの等価円筒の板厚 mm 

ｔ2 圧縮側のコンクリートの板厚 mm 

ｗｔ 最大引張応力 MPa 

Ｗc 圧縮側で受ける全圧縮力 N 

Ｗt 引張側で受ける全引張力 N 

ＷＶ アンカーボルトに作用する垂直荷重 N 

Ｚ1 等価円筒の断面二次モーメント mm2

Ｚ2 スカートの中心線と中立軸の間の距離をＺd とする係数 － 

Ｚｄ ｅ＞ｒの場合のスカートの中心線と中立軸の間の距離 mm 

ＺD-D アンカープレートの断面二次モーメント mm2

α 
ｅ＞ｒの場合の等価円筒での引張りと圧縮力が釣合う位

置での円周における角度 
rad 

β 

R.J.ROARK "FORMULAS FOR STRESS AND STRAIN" 4TH EDITION

の 227 ページ TABLE45 に示される 1 辺固定，1 辺自由，2

辺支持の平板に等分布荷重が加わるものと仮定して計算

した値 

－ 

δＢ アンカーボルトの伸び量 mm 

σ 
補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の溶接部の合

成応力 
MPa 

σb1 アンカープレートの曲げ応力 MPa 

σb2
ベースプレートの曲げ応力 MPa 

σc
補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の圧縮応力 MPa 

σCC アンカープレートと接するコンクリートの圧縮応力 MPa 

σｔ
サプレッション・チェンバ本体及び補強リブの溶接部の引

張応力
MPa 

τ
サプレッション・チェンバ本体及び補強リブの溶接部のせ

ん断応力
MPa 

τc アンカープレートによるコンクリートのせん断力 MPa 
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3. 計算条件

3.1 形状及び主要寸法 

胴アンカー部の形状及び主要寸法を図 3－1 に示す。 

図 3－1 胴アンカー部の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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3.2 材料 

使用材料及び使用部位を表 3－1 に示す。 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

アンカーボルト GBL(5 種)相当  GBL1～GBL5＊

リングガーダ SGV49 相当 SGV480＊

補強リブ SGV49 相当 SGV480＊

アンカープレート SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

3.3 荷重の組合せ及び許容応力 

地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 3－2 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 3－3 に，許容応力状態に対する許容限界について表 3－4 に示す。また，各材料

の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準対象施設の評価に用いるもののう

ち胴アンカーについて表 3－5 に，コンクリートについて表 3－6 に示す。重大事故等

対処設備の評価に用いるもののうち胴アンカーについて表 3－7，コンクリートについ

て表 3－8 に示す。 

荷重の組合せは，添付書類「Ⅴ-1-8-1 原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

に従い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。 
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表3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 

耐震設

計上の

重要度

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

胴 

アンカー

部

Ｓ 

クラス

ＭＣ

支持

構造物 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ⅢＡＳ

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ⅣＡＳ 

表3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

胴 

アンカー

部

常設耐震

／防止 

常設 

／緩和 

重大事

故等ク

ラス２

支持構

造物 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ Ⅴ Ａ Ｓ

と し て Ⅳ

Ａ Ｓ の 許

容 限 界 を

用いる。）

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

ⅤＡＳ 

（ Ⅴ Ａ Ｓ

と し て Ⅳ

Ａ Ｓ の 許

容 限 界 を

用いる。）

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重

大事故緩和設備を示す。
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表3－4 許容限界（クラスＭＣ支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4

（ボルト等） 

形式試験に 

よる割合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5･ｆｔ 1.5･ｆＳ 1.5･ｆＣ 1.5･ｆｂ 1.5･ｆｐ 3･ｆｔ 3･ｆＳ 3･ｆＣ 1.5･ｆｂ 1.5･ｆｐ 1.5･ｆｔ 1.5･ｆＳ Ｔ
Ｌ

1
2

Ｓ
ｙｄ

Ｓ
ｙｔ

ⅣＡＳ 1.5･ｆｔ
＊ 1.5･ｆＳ

＊ 1.5･ｆＣ
＊ 1.5･ｆｂ

＊ 1.5･ｆｐ
＊ 3･ｆｔ 3･ｆＳ

＊6 3･ｆＣ
＊7 1.5･ｆｂ

＊ 1.5･ｆｐ 1.5･ｆｔ 1.5･ｆＳ

Ｔ
Ｌ

0.6 	
Ｓ

ｙｄ

Ｓ
ｙｔ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳと

してⅣＡＳ

の許容限界

を用いる。） 

1.5･ｆｔ
＊ 1.5･ｆＳ

＊ 1.5･ｆＣ
＊ 1.5･ｆｂ

＊ 1.5･ｆｐ
＊ 3･ｆｔ 3･ｆＳ

＊6 3･ｆＣ
＊7 1.5･ｆｂ

＊

1.5･ｆｂ

1.5･ｆＳ

又は 

1.5･ｆｔ

1.5･ｆｔ
＊ 1.5･ｆＳ

＊

注記 ＊1：「鋼構造設計規準 SI単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同

じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカーボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等

を行わないものについては，材料の品質，据付状態等のゆらぎ等を考慮して，ⅣＡＳ→ⅢＡＳ（一次引張応力に対しては1.5･

ｆｔ，一次せん断応力に対しては1.5･ｆＳ）として応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して1.5･ｆＳとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めたｆｂとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊7，＊8

＊8

＊8
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表 3－5 胴アンカー部の許容応力（設計基準対象施設）

(単位：MPa)

材料 
温度 

(℃) 

許容応力

状態 

基準 

応力 

Ｆ 

許容応力（一次応力） 

引張り 

ｆｔ

曲げ 

ｆｂ

せん断 

ｆＳ

圧縮 

ｆＣ

組合せ 

ｆｔ

SGV480 104.5 
ⅢＡＳ 237 237 273 136 223 237 

ⅣＡＳ 284 284 328 164 264 284 

GBL1～GBL5 104.5 
ⅢＡＳ 603 452 － － － － 

ⅣＡＳ 603 452 － － － － 

表 3－6 コンクリートの許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：N/mm2) 

材料 
許容応力 

状態 

基準強度 

ＦＣ

圧縮応力 

ｆＣ

せん断応力 

ｆＳ

コンクリート
ⅢＡＳ 22.0 14.6 1.0 

ⅣＡＳ 22.0 18.7 1.0 

表3－7 胴アンカー部の許容応力（重大事故等対処設備）

(単位：MPa) 

材料 
温度 

(℃) 

許容応力

状態 

基準 

応力 

Ｆ 

許容応力（一次応力） 

引張り 

ｆｔ

曲げ 

ｆｂ

せん断 

ｆＳ

圧縮 

ｆＣ

組合せ

ｆｔ

SGV480 

150 ⅤＡＳ 278 278 321 160 － 278 

171 ⅤＡＳ 275 275 317 158 － 275 

GBL1～GBL5 

150 ⅤＡＳ 603 452 － － － － 

171 ⅤＡＳ 603 452 － － － － 

表 3－8 コンクリートの許容応力（重大事故等対処設備）

(単位：N/mm2) 

材料 
許容応力 

状態 

基準強度 

ＦＣ

圧縮応力 

ｆＣ

せん断応力 

ｆＳ

コンクリート ⅤＡＳ 22.0 18.7 1.0 
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4. 荷重条件

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度

内圧ＰＤ 310 kPa 

温度ＴＤ 104.5 ℃ 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡＬ   465 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ  196 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ   171 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  150 ℃（ＳＡ後長々期） 

(3) 自重（胴部） 1.18×107 N 

(4) 水荷重

サプレッション・チェンバ内保有水のうち，リングガーダ上にある水の重量は，

原子炉格納容器側に加わるものと仮定する。 

燃料交換時 2.48×106 N 

通常運転時 8.24×105 N 

事故時 9.41×105 N 

(5) 活荷重

燃料交換時 5.15×106 N 

燃料交換時以外 4.27×106 N 

(6) 地震荷重

原子炉格納容器に加わる地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」にお

いて計算された計算結果を用いる。応力計算に用いる鉛直荷重及び鉛直方向地震荷

重のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－2 に示す。弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓに

よる水平方向地震荷重のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3 に，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－4 に示す。 
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表 4－1 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

(単位：N) 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ

2.09×107 1.38×107 2.45×107 2.31×107 1.53×107 2.71×107

表 4－2 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

(単位：N) 

重大事故等時 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ Ｓｓ

9.08×107 6.00×107 1.07×108

表 4－3 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

地震力による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ

による地震荷重 

せん断力

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.32×107 4.36×1011 3.98×107 8.49×1011

表 4－4 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ

による地震荷重 

せん断力

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.32×107 4.36×1011 3.98×107 8.49×1011
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

胴アンカーの応力評価点は，胴アンカーを構成する部材の形状及び荷重伝達経路を

考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5-1 及び図

5-1 に示す。

表 5-1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ アンカーボルト

Ｐ２ コンクリート

Ｐ３ アンカープレート

Ｐ４ 補強リブ 

Ｐ５ ベースプレート 

図 5－1 応力評価点
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5.2 応力計算方法 

5.2.1 アンカーボルト及びコンクリート（応力評価点Ｐ１及びＰ２）

(1) 設計荷重

アンカーボルトに加わる軸力及びモーメントを表 5－2 及び表 5－3 に示す。

表 5－2 アンカーボルトの荷重（設計基準対象施設） 

荷重

荷重の組合せ 

軸力＊

(N) 
モーメント

(N･mm)
通常運転時 燃料交換時 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ 7.10×106 7.80×106 4.36×1011

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ -3.60×106 -4.00×106 8.49×1011

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ -1.56×108 － 4.36×1011

注記 ＊：下方向を正とする。 

表 5－3 アンカーボルトの荷重（重大事故等対処設備） 

荷重

荷重の組合せ 

軸力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ -1.22×108 8.49×1011

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ -2.15×108 4.36×1011

(2) アンカーボルト及びコンクリートの応力

アンカーボルトの応力は次に示す仮定にもとづいて計算する。

① アンカーボルトの等価円筒及び荷重分布は図 5－2 に示す円周上 2 列のボルト

サークルの平均径とする。また，そのボルトサークル上にボルトの全本数があ

る。 

② 応力は最大引張応力（ｗｔ）から最大圧縮応力（ｎｗＣ）まで直線的に変化する。

③ アンカーボルトに加わる荷重は平均径のサークル上のボルトの全断面積に等

しい厚さの等価円筒に加わるものとする。

アンカーボルトに垂直荷重及びモーメントを受ける場合，断面に働く外力

の合力の作用点が断面の中心から偏心する距離ｅは次式によって得られる。 

v

o

Ｗ

Ｍ
ｅ＝

a. アンカーボルトの等価円筒の板厚

＝9.51mm

2

＋ＤＤ
×π

ｄ×
4

π
×Ｎ

＝ｔ
21

2
2

1
BB

Bb

b. 圧縮側のコンクリートの板厚

ｔ2＝ 11＝500 mm
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図 5－2 アンカーボルトの等価円筒及び荷重分布

Ｚd

Ｍo

Ｗv

ＷH

Ｗt 01 02

ｊd

ｔ2

圧
縮
側

Ｗc

ＷcＷt

ｄθ

θ 

α 

ｔ1

ｗｔ

ｗｔ

ｎｗc

ｋd(1－ｋ)d

ｅ＜ｒ 

ｄ 

引
張
側

ｅ＞ｒ 
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c. ｅ＜ｒの場合（全面引張）

アンカーボルトの引張応力の最大値は次式により得られる。

w ＝
Ｗ

Ｖ

Ａ
＋

Ｍ

Ｚ

ここで， 

Ａ１＝π・ｄ・ｔ1

1

11

ｄ＋ｔ

)－(ｄ－ｔ)(ｄ＋ｔ
・

32

π
Ｚ＝

44

d. ｅ＞ｒの場合

(a) 引張側で受ける全引張力

W＝
Ｍ

ｏ
Ｗ

Ｖ
・Ｚ ・ｄ

ｊ・ｄ

ここで， 

ｊ：Ｗt とＷc の作用点間の距離とｄとの比 

sinα－αcosα

・α
2

1
sinα・cosα＋・

2

3
α－αcos

・
2

1
　＋

・cosα＋sinαπ－α

π－α・
2

1
＋・sinα・cosα

2

3
α＋・cosπ－α

・
2

1
＝

2

2

Ｚ2：スカートの中心線と中立軸の間の距離をＺｄとする係数 

sinα－αcosα

・α
2

1
＋・sinα・cosα

2

3
α－αcos

cosα＋・
2

1
＝

2

α：以下の式から求める。 

cosα・ｎ・Ｐ・－πsinα－αcosα・・Ｐ1－Ｐ－ｎ2・

・Ｐn・＋πcosα・α－sinα・・Ｐ1－Ｐ－ｎ
ｅ／ｒ＝

ここで， 

2

1

ｔ

ｔ
Ｐ＝

n � E
E � 10

(b) 圧縮側で受ける全圧縮力

Ｗc＝Ｗt＋Ｗv

(c) アンカーボルトの引張応力
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t

t
t

・ｒ・Ｃｔ

Ｗ
＝ｗ

1

ここで， 

・cosα＋sinαπ－α・
1＋cosα

2
＝Ｃt

(d) コンクリートの圧縮応力

c

c
c

・ｒ・Ｃｔ

Ｗ
＝ｗ

2

ここで， 

1－cosα

sinα－αcosα2・
＝Ｃc

(3) アンカーボルトの伸び量

132

2

1
BBB

B

Bt
B ＋＋・

Ａ

Ａ
・

Ｅ

ｗ
δ

ここで， 

ＡB1：ボルトの最大直径有効断面積＝π／4・ｄB1
2＝1963 mm2

ＡB2：ボルトの谷径有効断面積＝π／4・ｄB2
2＝1424 mm2

Ｅ ：ボルトの縦弾性係数＝2.1×105 MPa
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5.2.2 アンカープレート（応力評価点Ｐ３）

(1) アンカープレートと接するコンクリートの圧縮応力

p

Bt
cc

Ａ

・Ａ2・ｗ
＝σ

2

ここで，

Ａp ：アンカープレートと接するコンクリートの面積 

＝ 14・ 15－2・π／4・ｄB1
2＝1.211×105 mm2

(2) アンカープレートの曲げ応力

σ � M
Z

ここで， 

2
15

Bt・Ａ・ｗ
4

Ｍ＝

35mm10×＝2.418・－2・ｄ・
6

1
＝Ｚ 2

514 pD-D

(3) アンカープレートによるコンクリートのせん断応力

4

2

・＋

・Ａ2・ｗ
＝τ

BPIBPO

Bt
c

ｗt・ＡB2

5＝60 

1
5
＝

2
5
0
 

15＝250 

ｄp＝48.5 

14＝500 
300 

（単位：mm） 
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5.2.3 補強リブ及びベースプレート（応力評価点Ｐ４及びＰ５）

(1) 設計荷重

補強リブ及びベースプレートに加わるせん断力を表 5－4 及び表 5－5 に示す。

表 5－4 補強リブ及びベースプレートの荷重（設計基準対象施設） 

荷重

荷重の組合せ 

せん断力 

(N) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ 2.32×107

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 3.98×107

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ 2.32×107

表 5－5 補強リブ及びベースプレートの荷重（重大事故等対処設備） 

荷重

荷重の組合せ 

せん断力 

(N) 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 3.98×107

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 2.32×107

(2) サプレッション・チェンバ本体及び補強リブの溶接部の応力

a. 引張応力

Ａ

・・ｔｗ
＝σ

Rt
t

1

ここで， 

ｂ'＝ 6＝38 mm 

ｂ''＝ 12＝22 mm 

7＝191 mm 

Ａ2：溶接部の断面積 

＝2・ｂ''・ 7＋ｂ'・( R－ 12)＝3.037×104 mm2

b. せん断応力

・Ａｎ

Ｆ
τ＝

R

ここで， 

ｎR：補強リブの数＝136 

Ｆ ：せん断力 

c. 合成応力

22 τ・＋3σσ＝ t

R－ 12

7 7 ｂ" 

ｂ′ 

11

2 

2 
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(3) 補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の圧縮応力

Ａ

・・ｔｗ
＝σ

Rc
c

2

ここで， 

Ａ3：補強リブ及びサプレッション・チェンバ本体の断面積 

＝ 6・ R＋ 8・ 12＝2.632×104 mm2

(4) ベースプレートの曲げ応力

σ � β・b
t ・ｑ

ここで， 

β：R.J.ROARK "FORMULAS FOR STRESS AND STRAIN" 4TH EDITION の 227 ページ

TABLE45 に示される 1 辺固定，1 辺自由，2 辺支持の平板に等分布荷重が加わ

るものと仮定して計算した値 

β＝2.304 

ａ： R＝600.0 mm 

ｂ： 9 ＝ 10＝231 mm 

ｔ： 3＝60 mm 

＝2.597
231

600.0
＝

b

a

ｑ：引張側 

2・ａ・ｂ

・・ｔｗ
＝

Rt 1

ｑ：圧縮側 

2・ａ・ｂ

・・ｔｗ
＝

Rc 2

ｑ 

ｔ ａ 

ｂ 

3 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

胴アンカー部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－1 に示す。

表 3－2 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ の評価について記載してい

る。 

(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－2 に示す。

表 3－2 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ及びＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄの

評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 



2
2
 

表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値

MPa MPa 

胴アンカー部 

アンカーボルト 引張応力 59 452 ○ 

アンカープレート 曲げ応力 22 273 ○ 

ベースプレート 
曲げ応力（引張側） 42 273 ○ 

曲げ応力（圧縮側） 111 273 ○ 

補強リブ 

引張応力 11 237 ○ 

圧縮応力 35 223 ○ 

せん断応力 6 136 ○ 

組合せ応力 16 237 ○ 

コンクリート
圧縮応力 1.4 14.6 ○ 単位N/mm2

せん断応力 0.2 1.0 ○ 単位N/mm2

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-5 R0 NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-5 R0 
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表 6－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ及びＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値

MPa MPa 

胴アンカー部 

アンカーボルト 引張応力 288 452 ○ ②＊

アンカープレート 曲げ応力 106 328 ○ ②＊

ベースプレート 
曲げ応力（引張側） 203 328 ○ ②＊

曲げ応力（圧縮側） 185 328 ○ ①＊

補強リブ 

引張応力 55 284 ○ ②＊

圧縮応力 57 264 ○ ①＊

せん断応力 10 164 ○ ①＊

組合せ応力 56 284 ○ ②＊

コンクリート

圧縮応力 6.8 18.7 ○ 
②＊

単位N/mm2

せん断応力 0.6 1.0 ○ 
②＊

単位N/mm2

注記 ＊：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ  / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-5 R0 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

胴アンカー部の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3 に示す。

表 3－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ及びＤ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄの評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ又はＤ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 発生値 許容値

MPa MPa 

胴アンカー部 

アンカーボルト 引張応力 364 452 ○ ②＊

アンカープレート 曲げ応力 134 317 ○ ②＊

ベースプレート 
曲げ応力（引張側） 256 317 ○ ②＊

曲げ応力（圧縮側） － － － 

補強リブ 

引張応力 69 275 ○ ②＊

圧縮応力 － － － 

せん断応力 10 160 ○ ①＊

組合せ応力 70 275 ○ ②＊

コンクリート
圧縮応力 8.6 18.7 ○ ②＊

せん断応力 0.7 1.0 ○ ①＊②＊

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-5 R0E 




